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論 文 内 容 要 旨          
 わが国の科学技術イノベーション政策の根幹を規定した「第 4期科学技術基本計画」（平成 23 年 8 月 19 日
閣議決定）には、「社会と科学技術イノベーションとの関係深化」という一節が設けられている。そこには、国民
と政府、研究機関、研究者との間で認識を共有することができるよう、双方向のコミュニケーション活動を積極
的に推進していくことが重要であると記載されている。では、どうすれば、そのような双方向のコミュニケーシ
ョン活動を活発化させることができるのだろうか。特にわが国の大学及び公的研究機関の内部ではどのような努
力が求められるのだろうか。これらを明らかにすることが、本研究の目的である。 
わが国の科学技術イノベーション政策の中で、科学技術コミュニケーション活動が、かくも重要視されるよう
になった背景には、次のような経緯がある。1995年に科学技術基本法が制定され、翌年の1996年に第1期科学
技術基本計画が策定スタートすると、それ以降 2017 年現在に至るまで科学技術予算が急激に膨張を開始した。
第 1期から第 4期までの基本計画下の科学技術予算は総額で 91兆円に達する。この予算は全て国民の税金―血
税である。こうした科学技術予算の使い方に対して、文部科学省も研究者に対し、納税者である国民に対して、
分かりやすく研究成果を伝えるアウトリーチ活動（科学技術コミュニケーション活動）を進めることを推奨した。
その一方で、2005年以降、市民や若手研究者によるボトムアップなサイエンスカフェ開催による科学技術コミュ
ニケーション活動の機運が急激に高まり現在に続いている。2009年には、政治の側から科学技術予算の膨張の正
当性に対する問いかけが行われた。同年 11 月に行われた当時の民主党政権による行政刷新会議の事業仕分けが
それである。わが国の研究者社会は、こうした政治や社会からの問いかけに誠実に応えていく必要が生じたと言
える。同時に科学技術基本計画下で競争的研究環境が醸成され、研究者は競争的研究資金を獲得するために熾烈
な競争を強いられると共に、ポスドク等の任期付きの不安定な雇用形態の研究者が増加した。こうした環境下で、
2014年のSTAP細胞問題に象徴されるような研究不正事件が、2000年代以降頻発するようになった。公的資金
により研究費を交付されている研究者は社会へ向けた説明責任を果たすことが強く求められることになり、ここ
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でも科学技術コミュニケーションが一層の重要性を持つことになった。 
科学技術コミュニケーション研究は、こうした社会情勢を背景に、1990年代末から2000年代初頭にかけて活
発化した。先行研究では、主要なアクターである研究者の科学技術コミュニケーション能力の育成強化や、研究
者と社会を結ぶ「科学コミュニケータ （ーあるいはインタープリター）」の育成などのテーマが重要視され国内外
で活発に様々な研究が推進されている。しかし大学及び公的研究機関の組織活動としての科学技術コミュニケー
ション活動に焦点が当てられた研究は、未だ数少ないのが実情である。 
本研究では、大学及び公的研究機関の組織活動としての科学技術コミュニケーション活動の実態把握を目指し
て、特に広報担当者の情報収集方法、専任広報担当者の任命・広報部門設置の有無の影響、大学経営層の関与等
と研究者の協力度合いとの関連について焦点を当てた解明を行った。 
本研究における具体的なリサーチとしては、2010年（平成22年）に実施した、国内の国公私立大学及び独立
行政法人研究機関等公的研究機関の合計150機関の広報担当者に対して実施した質問票調査の結果により、各研
究機関において科学技術コミュニケーション活動が、どのように組織的に実施されているかを明らかにした。特
に同調査で入手したデータの統計解析を基に国内大学及び公的研究機関とそこに所属する研究者の科学技術コミ
ュニケーション活動における協力関係に焦点を当て、広報体制、特に広報部門・広報担当者と研究者の協力関係
を分析した。その結果、大学及び公的研究機関では、広報の専従者の任命や専門部署の設置といった組織的な体
裁を整えることよりも、広報担当者自身の所属研究者との協働意識と情報収集活動における積極性、そして経営
層の関与の方が、所属研究者の協力度合いを高めることに影響を及ぼすということが明らかになった。経営層の
関与は、企業などでも重要とされる取り組みであり、それは研究機関でも同様であることが明らかになったと言
える。ここでいう「協働意識」とは、広報担当者が、研究成果についての広報活動を研究者と共に取り組むべき
と考える意識を指す。次頁の表に結果の一例を示す。 
今後、我が国の大学及び公的研究機関の科学技術コミュニケーション活動の活性化のためには、広報担当者の
所属研究者との協働意識と積極性、そして経営層の積極的な関与によって所属研究者の協力度合いを高めていく
必要がある。一方で、モニタリング－例えば報道に取り上げられた研究機関の紹介記事件数の把握など－や不祥
事が発生した場合の危機管理対策といった研究機関の組織的取組において、広報担当者と所属研究者の協力の度
合いには関連が少ないことが分かった。 
危機管理対策については、その準備が実施されている割合は国公立大学等では56.7％、私立大学では69.4％で、
私立大学のほうが多く実施していることが分かった。この結果から、国公立大学等と私立大学でその内容に一定
の差異があることが分かった。 
なお、社会的ニーズ収集という研究機関広報部門の本来業務からは、かなり外れると見られる取り組みに対し
て、意外にも全体の８割近くの広報担当者は、それを自己の仕事と認識しており、研究者との協働意識が通常の
広報業務と同じく高いことが分かった。そして広報担当者の協働意識が高い場合に、研究者の広報活動への協力
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度合いが高く、この結果についてのχ二乗検定では５％水準で有意差が認められた。やはり広報担当者の協働意
識は科学技術コミュニケーション活動を推進するに当たって極めて重要であることが判明したと言える。 
 
表 広報担当者の協働意識と研究者の協力度合いのクロス集計結果 
 
研究者との協働意識 
合計 
高い 低い 
研究者の 
協力度合い 
高い 
68 0 68 
（100%） （0%） （100%） 
低い 
16 7 23 
（69.6%） （30.4%） （100%） 
合計 
84 7 91 
（92.3%） （7.7%） （100%） 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の 2件を除く。 
カイ 2 乗検定 
 値 自由度 漸近有意確率  
(両側) 
正確有意確率 
(両側) 
正確有意確率 
(片側) 
Pearson のカイ 2 乗 22.420a 1 .000   
連続修正b 18.339 1 .000   
尤度比 21.089 1 .000   
Fisher の直接法    .000 .000 
線型と線型による連関 22.174 1 .000   
有効なケースの数 91     
a. 1 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満. 最小期待度数は 1.77    b. 2x2 表に対してのみ計算 
  
以上の質問票調査に得られた知見を深堀するために2件の事例調査を実施した。 
先ず、九州大学を事例として大学の広報体制と所属研究者の協力関係について、同大学の広報担当者へのイン
タビュー調査を実施し、得られた知見を基に前章までに明らかになった知見のより詳細な検討を行った。同時に
新たな課題を抽出した。同大学の九州大学の広報担当者の協働意識については、筆者がインタビューを行った広
報室スタッフの個々人のメンタリティとして協働意識は高かった。また彼らは科学技術コミュニケーションにお
いてアクティビティの高い研究者ほど研究業績も活発に生み出していると認識していることが分かった。これが
九州大学の特異事例なのか検証が必要である。 
次に石川県能美市に立地する国立大学法人 北陸先端科学技術大学院大学を事例に、研究機関、特に大学におけ
る社会的ニーズの収集の取り組みの事例を検討し、そうした研究機関の取り組みの効用について明らかにした。
特に大学が地域の社会的ニーズを効果的に収集するための方法、組織、制度的基盤として何が必要になるかを同
大学院大学の社会イノベーション事業を事例に検討を行った。その結果、明らかになった点は、学官連携協定に
よる地方自治体や地域の住民団体との共同研究を活用して、大学の人材と地域の人々の双方向の「交流場」を構
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築したことと、交流場を支えるポスドク等若手研究者のコーディネータ的人材育成を進めた所に、その実現を担
保しえた要因があることが分かった。 
最後に、科学技術コミュニケーションの研究倫理教育への応用の可能性として、九州大学大学院の教育実践事
例から次のような事例を検討した。九州大学の大学院生は市民との科学技術コミュニケーションの中で、自分が
取り組んでいる科学技術の課題について率直に問題提起を行い、市民からの質問に誠実に応えるという行動を通
して研究倫理を養うことが実現できたことを示すデータを質問票調査によって得ることができた。この取り組み
は、大学院教育への科学技術コミュニケーションによる研究倫理教育の実践として、現時点では有効性を立証で
きたと断言できるほどの回数を重ねてはおらず（2016年度までで4回）、調査対象の大学院生数も少数なため（4
名）、今後も継続し回数を重ね、母数を増やして評価を行っていく必要がある。 
本研究は、わが国大学及び公的研究機関における科学技術コミュニケーション活動の質問票調査と事例分析に
基づき、研究機関が組織的に備えるべき要因を明らかにした。同時に、わが国の大学院教育において科学技術コ
ミュニケーションを応用した研究倫理教育展開の可能性を明らかにすることもできた。本研究の結果は、学術的
にも教育実践的にも重要な知見を提供するものである。 
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